
 

沖縄市中小企業振興基本条例とは？ 

・地域の雇用や経済を支える中小企業の振興に関する基本事項を定め、関係者が協働して中小企

業の振興を図り、地域活性化に取り組むことを表現した、理念型の条例です。 

 

 どうして必要？ 

・本市の事業所の 99％は中小企業であり、経済活動の全般にわたって重要な役割を果たしてい

るだけでなく、労働者の個人所得、消費活動、雇用問題など、市民生活全般に多大な影響を与え

ています。 

 近年の経済のグローバル化や人口減少社会の到来など、中小企業を取り巻く環境は一層厳しく

なっており、このような経済的社会的環境変化の中、本市経済の発展と市民生活を向上していく

ためには、これまで以上に中小企業の振興施策を推進することが求められています。 

 

条例の特色は？ 

１．行政、中小企業者等、市民それぞれの役割などを明確化しました。 

２．「人材育成」「商店街の振興」「観光サービスの発展」「地域資源の利活用」「中小企業者の受

注機会の増大」といった、沖縄市の地域特性を考慮した施策を盛り込んでいます。 

３．市産品の利活用や中小企業団体への加入などの相互連携・協力を中小企業者等の役割の一つ

に定めました。 

４．市は、中小企業の実態を把握し、意見を施策に反映するよう努めます。 

 

          条例が制定されたらどうなるの？ 

１．中小企業振興の目的や基本方針、基本的施策が明確になることで、 

まちづくりの計画や施策等に反映し、中小企業に対してより一層の効果  

的な支援を行えると考えます。 

２．中小企業者等の役割や市の責務を明確にし、市民の理解や協力を求め  

ることで、地域が一体となって沖縄市の成長、発展に取り組むことが 

併せて可能となります。 

３．本条に盛り込まれている「意見の反映等」により、行政は継続的に 

中小企業者との意見交換を行い、中小企業者の方々のご意見・ご要望を 

聞くことで、効果的な施策への反映が期待できます。 



条例の構成 

 

 

４条 基本的施策 
①中小企業者の経営の革新及び創業の促進を図ること 
②中小企業者の経営基盤の強化を図ること 
③中小企業者の資金供給の円滑化を図ること 
④中小企業者の人材の育成を図ること 
⑤商店街の振興を図ること 
⑥観光サービスの発展を図ること 
⑦地域資源の利活用による産業の発展及び創出を図ること 

１０条 市民の理解と協力 
①中小企業振興への理解
と協力 

市民 

連携・協力 

協働して施策を推進 

１条 目的 
①中小企業振興の基本事項を定める 
②市の責務、中小企業者等の役割の明確化 
③中小企業振興と地域社会の発展に寄与すること 

３条 基本方針 
①中小企業者の自らの創意工夫と自主的な努力を尊重 
②国、県、その他の関係機関との連携を図り、協力を得る 
③地域特性に適した施策を市、中小企業者等、市民が協働して推進 

２条 定義 
①中小企業者 
②中小企業団体 
③大企業者 
④商店街 
⑤商店会 

５条 市の責務 
①第４条の施策の実施 
②市民の理解と協力を得る 
③社会経済情勢の変化に対
応した適切な措置 
④国等との連携・協力 
⑤受注機会の増大 

６条 中小企業者の役割 
①経営基盤の強化 
②人材育成 
③雇用の安定・福利厚生 
④地域社会との調和 
⑤市産品の利活用 

７条 商店街において事業
を営むものの役割 
①商店街振興組合・通り会
への加入 
②応分の負担による協力 

８条 大企業者の役割 
①中小企業振興への理解 
②地域経済振興へ努める 
③市産品の利活用 
④中小企業団体への加入 

９条 中小企業団体の役割 
①中小企業者の経営の向上
及び改善 
②市の実施する施策へ協力 

１１条 中小企業振興施策の公表 
①市の中小企業振興の主な施策
の取りまとめと公表 

１２条 意見の反映等 
①中小企業の振興に関する施策に中小企業者その他の関係
者の意見を反映させるため、中小企業者その他の関係者に対
し、当該施策に関する情報及び意見の交換の促進を図る 

３条② 国・県そ
の他の関係機関 
①国・県関係 
②地方自治体 
③大学等 
④ＮＰＯ 
⑤他 

行政 
中小企業者等 
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